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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 51,935 65.5 8,998 △2.2 6,178 △13.9 862 △76.9

20年3月期 31,384 △1.7 9,205 △4.5 7,176 △12.1 3,737 △17.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 5.81 5.12 1.3 2.0 17.3
20年3月期 25.56 22.58 5.6 2.8 29.3

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △66百万円 20年3月期  45百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 317,439 70,598 21.3 454.57
20年3月期 298,728 70,456 22.6 460.24

（参考） 自己資本   21年3月期  67,661百万円 20年3月期  67,428百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 17,711 △12,081 17,754 29,055
20年3月期 △10,237 △56,878 68,332 5,670

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 0.00 7.00 0.00 5.00 12.00 1,757 46.9 2.6
21年3月期 0.00 6.00 0.00 6.00 12.00 1,786 206.9 2.6

22年3月期 
（予想）

― 3.00 ― 3.00 6.00 56.1

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

14,000 △0.9 4,000 7.9 2,400 2.1 600 97.4 4.00

通期 40,000 △23.0 8,000 △11.1 4,500 △27.2 1,600 85.6 10.70
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、33ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 149,503,980株 20年3月期 147,084,095株

② 期末自己株式数 21年3月期  657,579株 20年3月期  578,396株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 48,834 73.1 8,505 △1.6 6,087 △11.2 1,161 △68.5

20年3月期 28,212 1.8 8,644 △8.2 6,854 △15.2 3,691 △18.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 7.82 6.89
20年3月期 25.25 22.30

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 302,002 67,637 22.4 454.41
20年3月期 282,981 67,137 23.7 458.25

（参考） 自己資本 21年3月期  67,637百万円 20年3月期  67,137百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。 
実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
なお、上記予想に関する事項は添付資料の4ページを参照して下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

13,000 3.1 3,800 9.8 2,300 △0.2 600 61.3 4.00

通期 37,000 △24.2 7,600 △10.6 4,400 △27.7 1,600 37.8 10.70
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１． 経営成績に関する分析 

 (1) 当連結会計年度の概況 

当連結会計年度のわが国経済は、米国の金融危機に端を発した世界同時不況の波を受け、輸出や生産の大幅な落

ち込みにより企業収益が大きく減少し、設備投資や雇用情勢も急速に悪化するなど、極めて厳しい局面が続いてお

ります。 

こうした中、不動産業界におきましては、景気の急速な悪化の影響を受け、信用収縮・住宅販売の不振などか

ら、昨年夏以降上場企業を含めた不動産会社が相次いで破綻するといった過去に例の無い、極めて厳しい状況にあ

ります。 

ビル賃貸事業分野においては、概ね安定的に推移してまいりましたが、景気の急激な悪化に伴う企業業績の落ち

込みなどを受け、空室率の上昇や賃料水準の低下等も見られてまいりました。 

一方、住宅事業分野では、雇用・所得環境が厳しさを増すなかで、先行き不安感等から消費者の買い控え傾向が

強まり、契約率も低迷するなど厳しい事業環境が続いております。 

また、不動産投資市場においては、世界的信用収縮の影響を直接受け、資金の供給が極端に悪化したことから急

速に流動性が悪化し、なかでもＪリートにおいて初の経営破綻が生じるなど憂慮すべき事態となりました。 

  このような状況のもと、当社グループの各事業部門の概況は、次のとおりであります。 

  

 (2) 各事業部門の状況  

 （ビル事業部門）  

ビル事業の収益は、前期に竣工いたしました「名古屋証券取引所ビル」等の通期稼働や昨年５月に取得いたしま

した「新大通ビルディング」（札幌市中央区）の賃料等が寄与するとともに、所有ビル資産の売却により収益が大

きく増加いたしました。 

    これにより、証券取引所賃貸収益は51億42百万円（前期比14百万円、0.3％減）、一般オフィス賃貸収益は97億15

百万円（同９億20百万円、10.5％増）、商業施設賃貸収益は35億65百万円（同22百万円、0.6％減）となり、これに

土地賃貸収益及び所有ビル資産の売却によりビル事業の収益は、256億34百万円（同79億17百万円、44.7％増）とな

りました。 

なお、当連結会計年度末の当社の賃貸用ビルの空室率は、1.5％であります。 

  

 （住宅事業部門）  

本部門のうち分譲事業においては、消費者の購入意欲の減退などから合計139戸のマンションの販売に留まり、そ

の収益は、73億48百万円（前期比24億75百万円、50.8％増）となりました。 

一方、賃貸住宅事業収益は、７億83百万円（同55百万円、7.6％増）となり、その他収益を含めた住宅事業の収益

は、95億71百万円（同38億18百万円、66.4％増）となりました。 

  

 （資産開発事業部門） 

  本部門においては、不動産の流動化の悪化の影響を受けましたが、不動産の開発及びマネジメント業務における

収益は、146億８百万円（前期比91億85百万円、169.3％増）となりました。   

    

 （その他の事業部門） 

 不動産仲介事業では、事業法人や投資ファンドへの営業活動により、４億26百万円（前期比90百万円、27.0％

増）の収益となりました。 

    請負工事建物管理事業は12億９百万円（同５億35百万円、30.7％減）、介護付有料老人ホーム事業は３億83百万

円（同36百万円、10.5％増）、と本部門の収益は、21億20百万円（同３億70百万円、14.9％減）となりました。 

  

(3) 当社グループの全体の状況  

 以上により、当連結会計年度における当社グループ全体の状況は次のとおりとなりました。 

 営業収益は、519億35百万円（前期比205億50百万円、65.5％増）となりましたが、売上原価は、棚卸資産の簿価

切下げ額の影響から、377億25百万円（同192億44百円、104.1％増）となり、販売費及び一般管理費は、52億11百万

円（同15億12百万円、40.9％増）となりました。 

 この結果、営業利益は、89億98百万円（同２億６百万円、2.2％減）、経常利益は、61億78百万円（同９億97百万

円、13.9％減）となりましたが、投資有価証券の評価損（37億65百万円）などが生じたことから、当期純利益は、

８億62百万円（同28億74百万円、76.9％減）となりました。 

 この間、業績の状況から、常勤役員はその役職に応じ報酬の一部を自主返上いたしました。 

  

１．経営成績
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(4) 次期の業績見通し 

 米国発の金融危機に端を発した世界経済の急速な悪化により、わが国経済は深刻な影響を受けており、景気の先

行きについても不透明感が漂い、当面極めて厳しい状況が続くものと思われます。 

 このような状況のもと、ビル事業部門は、当連結会計年度に計上いたしました所有ビル資産の売却による収益の

反動減等により、営業収益は177億円（前期比79億円、31.0％減）となる見通しであります。 

 住宅事業部門は、首都圏や大阪地区におけるマンション分譲事業により、78億円の収益計上（同9億円、11.2％

減）の見込みです。また、賃貸住宅事業の収益は8億円（同0億円、1.1％増）を予定し、これら住宅事業部門の営業

収益は86億円（同9億円、10.1％減）の見通しであります。 

 資産開発事業部門は、不動産の開発及びマネジメント業務における収益が、113億円（同33億円、22.6％減）の収

益見通しであります。 

 以上３部門に不動産仲介事業、請負工事建物管理事業、介護付有料老人ホーム事業などその他の部門の収益を加

えた当社グループ全体の営業収益は、400億円（同119億円、23.0％減）となる見通しであります。 

 営業利益は、80億円（同10億円、11.1％減）、経常利益は、45億円（同16億円、27.2％減）、当期純利益は、16

億円（同7億円、85.6％増）となる見通しであります。 

２． 財政状態に関する分析 

(1) 当連結会計年度末の資産、負債、純資産   

 ① 総資産の増加の主な要因は、ビル事業及び資産開発事業等の投資に伴う固定資産152億40百万円の増加によるも

のです。 

 ② 総負債の増加の主な要因は、長期借入金及び1年内返済予定の長期借入金136億12百万円の増加によるもので

す。 

 ③ 純資産の増加の主な要因は、新株予約権付社債の転換による資本金及び資本剰余金の増加11億17百万円の増加

によるものです。 

  

  

  

＜連結＞ （単位：百万円）

  当連結会計年度末 前連結会計年度比

総資産  317,439 +18,710 

総負債  246,840 +18,568 

純資産  70,598 +142 

有利子負債  210,292 +18,512 

＜単体＞ （単位：百万円）

  当会計年度末 前会計年度比 

総資産  302,002 +19,020 

総負債  234,364 +18,520 

純資産  67,637 +500 

有利子負債  199,142 +18,662 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ233億84百万円増加し、290億55百万円となりました。 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益18億55百万円、減価償却費56億66百万円、及

び、たな卸資産の減少101億54百万円などがあり、177億11百万円の資金の増加となりました。（前年同期は102億37

百万円の減少） 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主にビル事業における有形固定資産の取得104億96百万円などがあり120

億81百万円の資金の減少となりました。（前年同期は568億78百万円の減少） 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入210億円及び第8回無担保社債の発行50億円などが

あった一方、長期借入金の返済による支出73億87百万円があり、177億54百万円の資金の増加となりました。（前年

同期は683億32百万円の増加） 

  

(注) 各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

           自己資本比率：自己資本／総資産 

           時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

           債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

           インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債及び新株予約権付

社債を対象としております。また、利払いは連結損益計算書に計上されている支払利息を使用しております。 

営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。 

３． 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社のコア事業であるビル事業におきましては、長期的な視点に立った事業展開が必要であることから、安定し

た財務基盤を構築し、持続的な発展を遂げることが重要な企業経営上の課題の一つと考えております。 

 その上で、業績の推移を踏まえつつ株主各位に対する利益還元を実施する方針であり、連結配当性向30％以上を

目途に、また、１株当たり配当金につきましては、年間10円を安定的に維持していきたいと考えておりますので、

当期の年間配当金は、当初の予定通り１株当たり12円（うち６円は中間配当金として支払済み）を予定しておりま

す。しかしながら、平成22年３月期におきましては、引き続き厳しい経済環境が予測されることを考慮し、誠に遺

憾ではございますが、年間配当金は、１株当たり６円を予定しております。 

  

項目 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 ％ 24.4 ％ 33.3 ％ 31.4  ％ 22.6  ％ 21.3

時価ベースの自己資本比率 ％ 29.3 ％ 64.4 ％ 54.1  ％ 23.3  ％ 10.0

債務償還年数 年 23.3 年 11.5  年 －  年 － 年 11.9

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ 
倍 2.7 倍 6.1  倍 －   倍 －  倍 5.9
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１．企業集団等の概要 

 当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下「当社」という。）と連結子会社10社及び持分法適用会社１社で構

成されております。当社グループが営んでいる主な事業内容、当該事業に携わっている会社名及び各社の当該事業に

おける位置付けは次のとおりであります。 

 なお、当社グループが営んでいる事業内容と、事業の種類別セグメントにおける事業区分は、同一であり、当連結

会計年度より事業の種類別セグメントの名称を「ビル賃貸事業」から「ビル事業」に、「資産開発・証券化事業」か

ら「資産開発事業」にそれぞれ変更いたしました。 

(1）ビル事業 

 当社、平和サービス株式会社及び株式会社大阪証券会館は、オフィス等の建物設備及び土地の賃貸ならびに管理

を行っております。 

(2）住宅事業 

 当社は居住用不動産の開発・販売及び賃貸等を平和サービス株式会社は居住用不動産の賃貸を行っております。

(3）資産開発事業 

 当社は、収益用不動産の開発、資産運用及びマネジメント事業を行っております。 

 有限会社タイタン、有限会社エイチツー、有限会社カシオペア・インベストメント、有限会社スターワンリアル

ティ、有限会社スターツーリアルティ及び有限会社カリテスは、匿名組合契約方式による不動産を信託財産とする

信託受益権の取得、保有及び管理等を行っております。 

  カナル投信株式会社は、クレッシェンド投資法人の資産運用を行っております。 

(4）その他の事業 

 当社、平和サービス株式会社及びハウジングサービス株式会社は、不動産の仲介等を行っております。平和サー

ビス株式会社は、主に当社が所有する建物設備保守管理及び改修工事請負事業、保険代理店業務等を行っておりま

す。平和ヘルスケア株式会社は、介護付有料老人ホーム事業を行っております。 

 上記の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

（注）※は持分法適用会社、それ以外は連結子会社であります。 

２．企業集団の状況
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１． 経営の基本方針 

  当社グループは、証券取引所、証券関連団体、証券会社等に建物を賃貸することを目的に設立されました。 

 現在は、証券業界のみならず、幅広く一般の事業会社や商業テナントに、高い機能性とハイクオリティに富んだ

施設を賃貸するとともに、良好な居住空間を提供する住宅販売・賃貸事業や高齢化社会に向けての介護付有料老人

ホーム事業を行うなど、その業務分野を拡大しております。 

 このように、当社グループは、機能的なビジネス空間と新しいコミュニティを創造する事業活動を通じて、豊か

な社会の実現に貢献してまいります。 

 また、これらの事業展開に当たっては、所有不動産の有効活用や高収益不動産への新規投資のほか、資産開発事

業においても蓄積したノウハウを活用することにより、企業収益力を維持・向上させるとともに、財務体質の強化

を図り、社会から信頼される企業となることを経営の基本方針としております。 

  

２． 目標とする経営指標 

  当社グループは、現在建築中の「セントライズ栄」（名古屋市中区）をはじめとした建替え事業を推進し、コア

事業であるビル事業の強化を図り、住宅事業、資産開発事業とともにバランスを取りながら、一層の業容の拡大を

目指してまいります。 

  また、経営指標としては、営業利益、経常利益、Ｄ／Ｅレシオ等に注力していくことといたします。    

  

３． 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

  当社は、昭和２２年の創立以来、「快適なオフィス環境と住まう人に心から満足していただける生活空間を提供

する。」という経営理念の下、ビル事業・住宅事業・資産開発事業の３部門を基幹事業とし、常に時代の変化を先

取りし、ユーザーの多様なニーズに応え、確かな信頼と評価を得て事業展開を行ってまいりました。 

  ビル事業においては、証券取引所に対する施設賃貸事業が事業の中核であることに変わりはありません。言うま

でもなく、証券取引所は我が国金融マーケットの根幹を担う極めて公共性の高い機関であり、その施設を提供する

当社には、その社会的公器としての機能の維持・向上を施設面から支えるという重要な役割・使命が課せられてお

り、これまで、東京、大阪、名古屋の各証券取引所ビルの建替えも進めてまいりました。 

 加えて、業容の拡大、収益力の強化とともに地域の活性化を図るべく、オフィスビル、商業施設、ホテル等の開

発事業などを行っております。 

 さらに、住宅開発事業においては、他社とのコラボレーションによる大規模マンション分譲のほか、自社単独の

住宅開発事業への進出に取り組むとともに、資産開発事業では、証券化手法を活用した開発事業等を展開するとと

もに、アセットマネジメントなどのフィービジネスの一層の拡大に向け、戦略的な事業展開を図っております。 

 当社としては、このような不動産の賃貸・販売・資産開発証券化等の取組みが、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益向上につながり、当社の株主を始めとするあらゆるステークホルダーからの厚い信頼と利益に資するもの

と深く確信しております。 

  なお、当社は、平成19年６月27日開催の定時株主総会において、「当社株式の大量買付行為に関する対応策（買

収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）の導入を決議しております。 

 本プランの内容は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

   http://www.heiwa-net.co.jp/news/pdf/070517b.pdf 

  本プランの有効期間が、本年６月に開催予定の第89回定時株主総会までとなっておりますので、これを継続導入

することを現在検討しております。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,184 22,267

営業未収入金 1,462 1,399

有価証券 2,568 7,075

たな卸資産 ※3  48,467 －

販売用不動産 － ※3  22,275

仕掛販売用不動産 － 16,723

不動産信託受益権 ※3  13,153 －

営業出資 7,179 11,547

その他のたな卸資産 － 2

繰延税金資産 49 186

その他 2,617 584

貸倒引当金 △55 △38

流動資産合計 78,628 82,023

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※3  131,352 ※3  138,638

減価償却累計額 △50,188 △54,894

建物及び構築物（純額） ※3  81,164 ※3  83,744

機械装置及び運搬具 1,360 1,460

減価償却累計額 △691 △925

機械装置及び運搬具（純額） 668 535

工具、器具及び備品 1,248 1,282

減価償却累計額 △764 △898

工具、器具及び備品（純額） 483 383

土地 ※2, ※3  119,883 ※2, ※3  133,470

建設仮勘定 2 1,557

有形固定資産合計 202,202 219,691

無形固定資産   

借地権 5,681 5,681

のれん 48 39

その他 57 74

無形固定資産合計 5,787 5,795

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  9,810 ※1  6,473

従業員長期貸付金 12 13

繰延税金資産 652 1,096

その他 1,500 2,978

貸倒引当金 △0 △841
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

投資その他の資産合計 11,975 9,718

固定資産合計 219,964 235,205

繰延資産   

社債発行費 135 209

繰延資産合計 135 209

資産合計 298,728 317,439

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 3,492 2,673

1年内償還予定の社債 － ※3  20,370

1年内償還予定の新株予約権付社債 1,170 －

短期借入金 24,850 26,120

1年内返済予定の長期借入金 ※3  6,910 ※3  24,024

未払法人税等 84 1,176

未払消費税等 49 699

繰延税金負債 13 －

役員賞与引当金 54 6

賞与引当金 241 247

その他 2,730 2,422

流動負債合計 39,595 77,739

固定負債   

社債 60,000 ※3  44,430

転換社債型新株予約権付社債 20,000 20,000

長期借入金 ※3  78,850 ※3  75,348

長期預り敷金保証金 － ※3  21,939

保証金 ※3  4,117 －

敷金 ※3  18,609 －

繰延税金負債 28 28

再評価に係る繰延税金負債 ※2  6,192 ※2  6,249

長期未払金 － 454

役員退職慰労引当金 431 －

退職給付引当金 445 618

負ののれん 3 33

固定負債合計 188,677 169,101

負債合計 228,272 246,840
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,238 15,797

資本剰余金 13,466 14,025

利益剰余金 30,897 30,046

自己株式 △340 △366

株主資本合計 59,262 59,503

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △859 △950

土地再評価差額金 ※2  9,025 ※2  9,109

評価・換算差額等合計 8,165 8,158

少数株主持分 3,027 2,936

純資産合計 70,456 70,598

負債純資産合計 298,728 317,439
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益 31,384 51,935

売上原価 18,480 ※1  37,725

売上総利益 12,903 14,209

販売費及び一般管理費   

販売費 598 909

給料及び手当 907 1,089

役員賞与引当金繰入額 54 6

賞与引当金繰入額 169 167

役員退職慰労引当金繰入額 83 23

退職給付費用 137 155

貸倒引当金繰入額 － 807

その他 1,748 2,052

販売費及び一般管理費合計 3,698 5,211

営業利益 9,205 8,998

営業外収益   

受取利息 26 17

受取配当金 158 227

負ののれん償却額 1 1

持分法による投資利益 45 －

補助金収入 52 －

還付加算金 － 57

雑収入 24 27

営業外収益合計 309 331

営業外費用   

支払利息 2,288 2,966

社債発行費償却 18 27

持分法による投資損失 － 66

貸倒引当金繰入額 － 18

雑損失 31 72

営業外費用合計 2,338 3,150

経常利益 7,176 6,178

特別利益   

貸倒引当金戻入額 0 1

賞与引当金戻入額 0 －

固定資産売却益 ※1  338 ※2  10

投資有価証券売却益 9 －

特別利益合計 349 11
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※2  48 －

固定資産除却損 ※3  599 ※3  133

建物設備解体費 ※4  160 ※4  192

投資有価証券評価損 71 ※5  3,765

その他 － 244

特別損失合計 878 4,335

税金等調整前当期純利益 6,646 1,855

法人税、住民税及び事業税 214 1,307

法人税等調整額 2,548 △463

法人税等合計 2,763 844

少数株主利益 146 148

当期純利益 3,737 862
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 14,935 15,238

当期変動額   

新株の発行 303 558

当期変動額合計 303 558

当期末残高 15,238 15,797

資本剰余金   

前期末残高 13,162 13,466

当期変動額   

新株の発行 303 558

当期変動額合計 303 558

当期末残高 13,466 14,025

利益剰余金   

前期末残高 31,726 30,897

当期変動額   

剰余金の配当 △1,751 △1,625

当期純利益 3,737 862

連結子会社の増加に伴う減少高 △113 －

自己株式の処分 － △4

土地再評価差額金の取崩 △2,701 △83

当期変動額合計 △829 △851

当期末残高 30,897 30,046

自己株式   

前期末残高 △284 △340

当期変動額   

自己株式の取得 △55 △34

自己株式の処分 － 8

当期変動額合計 △55 △25

当期末残高 △340 △366

株主資本合計   

前期末残高 59,540 59,262

当期変動額   

新株の発行 606 1,117

剰余金の配当 △1,751 △1,625

当期純利益 3,737 862

連結子会社の増加に伴う減少高 △113 －

自己株式の取得 △55 △34

自己株式の処分 － 3

土地再評価差額金の取崩 △2,701 △83
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額合計 △278 241

当期末残高 59,262 59,503

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,104 △859

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,964 △90

当期変動額合計 △1,964 △90

当期末残高 △859 △950

土地再評価差額金   

前期末残高 6,323 9,025

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,701 83

当期変動額合計 2,701 83

当期末残高 9,025 9,109

評価・換算差額等合計   

前期末残高 7,428 8,165

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 737 △7

当期変動額合計 737 △7

当期末残高 8,165 8,158

少数株主持分   

前期末残高 45 3,027

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,982 △91

当期変動額合計 2,982 △91

当期末残高 3,027 2,936

純資産合計   

前期末残高 67,014 70,456

当期変動額   

新株の発行 606 1,117

剰余金の配当 △1,751 △1,625

当期純利益 3,737 862

連結子会社の増加に伴う減少高 △113 －

自己株式の取得 △55 △34

自己株式の処分 － 3

土地再評価差額金の取崩 △2,701 △83

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,720 △98

当期変動額合計 3,441 142

当期末残高 70,456 70,598
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 6,646 1,855

減価償却費 5,153 5,666

投資有価証券評価損益（△は益） 71 3,765

固定資産除却損 599 133

貸倒引当金の増減額（△は減少） 42 824

賞与引当金の増減額（△は減少） 19 5

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 △48

退職給付引当金の増減額（△は減少） 168 173

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12 23

受取利息及び受取配当金 △185 △244

支払利息 2,288 2,966

社債発行費償却 18 27

投資有価証券売却損益（△は益） △9 －

固定資産売却益 △338 －

固定資産売却損 48 －

固定資産売却損益（△は益） － △10

売上債権の増減額（△は増加） △1,208 △759

たな卸資産の増減額（△は増加） △14,839 10,154

不動産信託受益権の増減額（△は増加） △825 －

営業出資の増減額（△は増加） △5,664 △4,368

前払費用の増減額（△は増加） △94 2

未収入金の増減額（△は増加） △240 539

仕入債務の増減額（△は減少） 1,837 △984

前受金の増減額（△は減少） 555 △494

未払消費税等の増減額（△は減少） △94 649

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 1,433 △771

その他 104 135

小計 △4,524 19,241

利息及び配当金の受取額 184 244

利息の支払額 △2,282 △2,979

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △3,615 1,205

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,237 17,711
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 5 △100

有価証券の取得による支出 － △100

有価証券の売却及び償還による収入 10 19

投資有価証券の取得による支出 △5,681 △703

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,040 32

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△125 －

出資金の回収による収入 1,172 －

有形固定資産の取得による支出 △53,283 △10,496

有形固定資産の売却による収入 2,171 115

無形固定資産の取得による支出 △2,013 △31

無形固定資産の売却による収入 0 －

長期前払費用の取得による支出 △75 △523

差入保証金の差入による支出 △288 △439

差入保証金の回収による収入 165 158

保険積立金の解約による収入 21 3

その他 3 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △56,878 △12,081

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,880 1,270

長期借入れによる収入 47,500 21,000

長期借入金の返済による支出 △10,675 △7,387

社債の発行による収入 20,000 5,000

社債の償還による支出 △10,000 －

社債の買入消却による支出 － △200

新株予約権付社債の発行による収入 20,000 －

新株予約権付社債の償還による支出 － △52

自己株式の取得による支出 △39 △34

配当金の支払額 △1,750 △1,627

少数株主への配当金の支払額 △206 △72

少数株主への出資金の返還による支出 △222 △43

その他 △153 △97

財務活動によるキャッシュ・フロー 68,332 17,754

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,216 23,384

現金及び現金同等物の期首残高 4,118 5,670

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 336 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※  5,670 ※  29,055
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 該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社の数…10社 

連結子会社の名称…平和サービス㈱、平

和ヘルスケア㈱、㈱大阪証券会館、㈲タ

イタン、㈲エイチツー、㈲カシオペア・

インベストメント、㈲スターワンリアル

ティ、㈲スターツーリアルティ、㈲カリ

テス、ハウジングサービス㈱ 

なお、㈲カシオペア・インベストメン

ト、㈲スターワンリアルティ、㈲スター

ツーリアルティは重要性が増したため、

㈲カリテスは匿名組合出資の持分を取得

したため、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。 

また、ハウジングサービス㈱は、当連結

会計年度において株式取得により子会社

となったため、連結の範囲に含めており

ます。 

 連結子会社の数…10社 

連結子会社の名称…平和サービス㈱、平

和ヘルスケア㈱、㈱大阪証券会館、㈲タ

イタン、㈲エイチツー、㈲カシオペア・

インベストメント、㈲スターワンリアル

ティ、㈲スターツーリアルティ、㈲カリ

テス、ハウジングサービス㈱ 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

①持分法適用の非連結子会社…該当事項は

ありません。 

なお、㈲カシオペア・インベストメント

は重要性が増したため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。 

①持分法適用の非連結子会社…該当事項は

ありません。 

  

  ②持分法適用の関連会社の数…1社 

持分法適用の関連会社の名称…カナル投

信㈱ 

②持分法適用の関連会社の数…1社 

持分法適用の関連会社の名称…カナル投

信㈱ 

  ③持分法適用会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

③持分法適用会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、㈲タイタンの決算日は

8月31日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては、2月29日で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しております。 

また、㈲エイチツーの決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成に当たって

は、2月29日で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

また、㈲カシオペア・インベストメント、

㈲スターワンリアルティ、㈲スターツーリ

アルティ、㈲カリテスの決算日は12月31日

であります。連結財務諸表の作成に当たっ

ては、決算日現在の財務諸表を使用してお

ります。 

ただし、これらの会社での連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

連結子会社のうち、㈲タイタンの決算日は

8月31日であります。連結財務諸表の作成

に当たっては、2月28日で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しております。 

また、㈲エイチツーの決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成に当たって

は、2月28日で実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しております。 

また、㈲カシオペア・インベストメント、

㈲スターワンリアルティ、㈲スターツーリ

アルティ、㈲カリテスの決算日は12月31日

であります。連結財務諸表の作成に当たっ

ては、決算日現在の財務諸表を使用してお

ります。 

ただし、これらの会社での連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

平和不動産株式会社（8803）　平成21年3月期決算短信

17



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券… 

償却原価法を採用しております。 

有価証券 

満期保有目的の債券… 

同左 

  その他有価証券 

ａ 時価のあるもの… 

 決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定。）を採用

しております。 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの… 

同左 

  ｂ 時価のないもの… 

 主として総平均法による原価法を

採用しております。 

ｂ 時価のないもの… 

同左 

  たな卸資産 

 主として総平均法による原価法を採

用しております。 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定） 

たな卸資産 

同左  

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産… 

 定率法を採用しております。ただし、

東京証券取引所ビルほか２棟のビル及び

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 

 なお、連結子会社については、主に定

額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物    ８～50年 

機械装置及び運搬具  ６～15年 

工具、器具及び備品  ５～15年 

有形固定資産… 

 定率法を採用しております。ただし、

東京証券取引所ビルほか２棟のビル及び

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については、

定額法を採用しております。 

 なお、連結子会社については、主に定

額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物    ８～50年 

機械装置及び運搬具  ６～10年 

工具、器具及び備品  ５～15年 

   なお、取得価額10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３年間

で均等償却する方法によっております。

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

  （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年4月1日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。 

 これにより営業利益、経常利益、及び

税金等調整前当期純利益は、それぞれ

106百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  

  

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年3月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の5％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の5％相当額と備忘価額との差額

を5年間にわたり均等償却しておりま

す。 

 これにより営業利益及び経常利益はそ

れぞれ143百万円、税金等調整前当期純

利益は142百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、機械装置の耐

用年数については、当連結会計年度より

改正後の耐用年数を適用しております。 

 これにより従来の方法に比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は100百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  

 

  無形固定資産… 

 定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

無形固定資産… 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費… 

 社債の償還までの期間にわたり定額法

により償却しております。 

社債発行費… 

同左  

  （会計処理基準の変更） 

 従来、支払時に全額費用処理しており

ましたが、当連結会計年度より「繰延資

産の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号）を適用し、社

債の償還までの期間にわたり定額法によ

り償却する方法に変更しております。こ

の結果、従来の方法に比べて、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は135百万

円増加しております。 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

(4）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒

れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

貸倒引当金 

同左 

  役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

役員賞与引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

賞与引当金 

同左 

  役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末要

支給額を計上しております。  

────── 

  

  退職給付引当金 

 従業員及び年金受給者の退職給付に備

えるため、当期末における退職給付債務

から年金資産の公正な評価額を控除した

額を計上しております。なお、中小企業

退職金共済制度などを採用している連結

子会社は、退職給付引当金を計上してお

りません。 

退職給付引当金 

同左  

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

────── 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて、特例処理の

要件を満たしておりますので、特例処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 主として親会社は、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしておりますので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除対象外消

費税等は、当連結会計年度の費用として

処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

同左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

５年間の定額法により償却を行っておりま

す。 

 同左  

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３

か月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益への影響はありません。  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 １ 譲渡性預金 

 従来「現金及び預金」に含めていた譲渡性預金（当連結

会計年度1,300百万円）は「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号 最終改正平成19年7月4

日 ）および「金融商品会計に関するＱ＆Ａ」（会計制度

委員会 最終改正平成19年11月6日）が改正されたことに

伴い、当連結会計年度より「有価証券」として表示してお

ります。なお、前連結会計年度末において「現金及び預

金」に含めていた譲渡性預金の残高は1,100百万円であり

ます。 

（連結貸借対照表） 

 １ たな卸資産 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて「たな卸資産」として掲記していたものは、当連結会

計年度より「販売用不動産」「仕掛販売用不動産」「その

他のたな卸資産」に区分掲記しております。なお、前連結

会計年度の「たな卸資産」に含まれる「販売用不動産」

「仕掛販売用不動産」「その他のたな卸資産」はそれぞれ

18,500百万円、29,963百万円、3百万円であります。 

 また、従来「不動産信託受益権」として表示しておりま

した販売用の不動産を対象とする信託受益権（当連結会計

年度末残高12,999百万円）につきましては、その実態・性

質を鑑み当連結会計年度より、「販売用不動産」に含めて

表示しております。なお、前連結会計年度末における「不

動産信託受益権」の残高は13,153百万円であります。 

２ 不動産の開発及び売却を目的とする出資 

 従来「投資有価証券」に含めていた資産開発及び売却を

目的とする出資について、当連結会計年度より「営業出

資」として表示しております。なお、前連結会計年度末に

おいて「投資有価証券」に含めていた「営業出資」の残高

は1,251百万円であります。  

 ２ 敷金及び保証金 

 従来、区分掲記しておりました「保証金」及び「敷金」

につきましては、その実態・性質を鑑み当連結会計年度よ

り、「長期預り敷金保証金」として表示しております。な

お当連結会計年度末における「保証金」及び「敷金」の残

高はそれぞれ4,047百万円、17,891百万円であります。  

  

  

（連結損益計算書） 

 「貸倒引当金繰入額」は前連結会計年度まで、販売費及

び一般管理費の「その他」に含めて表示しておりました

が、当連結会計年度において、その金額的重要性が増した

ため区分掲記いたしました。 
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 なお、前連結会計年度における「貸倒引当金繰入額」は

43百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

1 「営業出資の増加額」は、前連結会計年度は投資活動

によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の取得によ

る支出」及び「投資有価証券の売却・償還による収入」

に含めて表示しておりましたが、連結貸借対照表での表

示方法の変更に伴い、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーに区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「投資有価証券の取得による

支出」及び「投資有価証券の売却・償還による収入」に

含まれている「営業出資の増加額」は、「投資有価証券

の取得による支出」が△900百万円、「投資有価証券の

売却・償還による収入」が1,209百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固定資産

売却益」（当連結会計年度は△10百万円）及び「固定資産

売却損」（当連結会計年度はありません）は、ＥＤＩＮＥ

ＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を向

上するため、当連結会計年度より「固定資産売却損益（△

は益）」として表示しております。 

２ 営業活動によるキャッシュ・フローの「負ののれん償

却額」及び「短期貸付金の減少額」は、当連結会計年度

において、金額的重要性が乏しくなったため、「その

他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「負ののれん償却額」は△1百万円、「短期貸付金の減

少額」は5百万円であります。 

３ 投資活動によるキャッシュ・フローの「従業員長期貸

付金の貸付による支出」及び「従業員長期貸付金の回収

による収入」は、当連結会計年度において、金額的重要

性が乏しくなったため、「その他」に含めております。

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「従業員長期貸付金の貸付による支出」は△3百万円、

「従業員長期貸付金の回収による収入」は6百万円であ

ります。  

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

資産の保有目的の変更 

 従来固定資産として計上されていた「土地」及び「建物

設備」等9,405百万円を、保有目的の変更により当連結会

計年度末に「たな卸資産」に振替えております。 

１ 資産の保有目的の変更 

 従来流動資産として計上されていた「販売用不動産」及

び「仕掛販売用不動産」12,307百万円を、保有目的の変更

により当連結会計年度末に「土地」及び「建物及び構築

物」等に振替えております。 

  

  

２ 役員退職慰労金制度の廃止 

 当社及び連結子会社は平成20年６月開催の株主総会決議

において、役員退職慰労金制度の廃止及び同退職慰労金の

退任時における打切り支給につき承認を受けております。

これに伴い、「役員退職慰労引当金」の残高を全額取り崩

し、打切り支給額の未払い分454百万円については固定負

債の「長期未払金」に表示しております。  
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１ ※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

１ ※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

投資有価証券（関連会社株式） 320百万円 投資有価証券（関連会社株式） 258百万円 

２ 保証債務 ２ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して

次のとおり保証を行っております。 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して

次のとおり保証を行っております。 

平和不動産（株）職員向住宅融資

利用者 
467百万円 

合計 467百万円 

平和不動産（株）職員向住宅融資

利用者 
430百万円 

合計 430百万円 

３ ※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月

31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３

月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行っており、当該評価差額に係る

税金相当分を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

３ ※２ 同左 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成

10年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算定した価額に、合理的な調整を

行って算出しております。 

  

再評価を行った年月日 再評価を行った年月日 

平成13年３月31日 平成13年３月31日 

再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

  

                     1,582百万円                            

４ ※３ 担保に供している資産並びに担保付債務 ４ ※３ 担保に供している資産並びに担保付債務 

（1）担保に供している資産 （1）担保に供している資産 

たな卸資産 10,395百万円 

不動産信託受益権 12,349百万円 

建物 7,957百万円 

土地 19,009百万円 

合計 49,711百万円 

販売用不動産 12,200百万円 

建物 20,546百万円 

土地 30,968百万円 

合計 63,715百万円 

 上記のうち、ノンリコースローン（責任財産限定

特約付借入金）に対して担保に供している資産 

 上記のうち、ノンリコースローン（責任財産限定

特約付借入金）に対して担保に供している資産 

不動産信託受益権 12,349百万円 

建物 656百万円 

土地 2,813百万円 

合計 15,818百万円 

販売用不動産 12,200百万円 

建物 598百万円 

土地 2,813百万円 

合計 15,612百万円 
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前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

（2）担保付債務 （2）担保付債務 

１年内返済予定の長期借

入金 
3,640百万円 

長期借入金 17,210百万円 

保証金 3,405百万円 

敷金 2,293百万円 

合計 26,549百万円 

１年内償還予定の社債 

（銀行保証付無担保社

債） 

570百万円 

１年内返済予定の長期借

入金 
12,390百万円 

社債 

（銀行保証付無担保社

債） 

4,430百万円 

長期借入金 12,820百万円 

長期預り敷金保証金 4,865百万円 

合計 35,075百万円 

 上記のうち、ノンリコースローン  上記のうち、ノンリコースローン 

長期借入金 11,050百万円 

合計 11,050百万円 

１年内返済予定の長期借

入金 

11,050百万円 

合計 11,050百万円 
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

  １ ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

                   5,328百万円  

１ ※１ 固定資産売却益の内訳 ２ ※２ 固定資産売却益の内訳 

日本橋蛎殻町ホテル土地

建物 

318百万円 

豊洲シエルタワー（16

戸）土地建物 

19百万円 

フロール巣鴨（1戸）土

地建物 

1百万円 

その他 0百万円 

計 338百万円 

フロール巣鴨（9戸）土

地建物 

6百万円 

その他 3百万円 

計 10百万円 

２ ※２ 固定資産売却損の内訳   

市原店舗土地建物  47百万円 

その他 0百万円 

計  48百万円 

  

３ ※３ 固定資産除却損の内訳 ３ ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物 588百万円 

工具、器具及び備品他 10百万円 

計 599百万円 

建物 127百万円 

工具、器具及び備品他 6百万円 

計 133百万円 

 ４ ※４ 建物設備解体費の内訳  ４ ※４ 建物設備解体費の内訳 

名古屋証券ビル・名古屋

証券会館地上部分解体工

事 

160百万円 

計  160百万円 

名古屋証券ビル・名古屋

証券会館地下部分解体工

事 

192百万円 

計  192百万円 

  ５ ※５ 投資有価証券評価損の内訳 

  上場株式（14銘柄） 3,158百万円 

非上場株式（2銘柄） 504百万円 

計 3,662百万円 
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前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）1.普通株式の発行済株式数の増加1,313,834株は、第5回転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換による

増加であります。 

 2.普通株式の自己株式の株式数の増加70,634株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）1  145,770,261  1,313,834  －  147,084,095

合計  145,770,261  1,313,834  －  147,084,095

自己株式         

普通株式（注）2  507,762  70,634  －  578,396

合計  507,762  70,634  －  578,396

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  726  5.0 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

平成19年10月31日 

取締役会 
普通株式  1,024  7.0 平成19年９月30日 平成19年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  732  利益剰余金  5.0 平成20年３月31日 平成20年６月27日
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当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）1.普通株式の発行済株式数の増加2,419,885株は、第5回転換社債型新株予約権付社債の普通株式への転換による

増加であります。 

 2.普通株式の自己株式の株式数の増加93,781株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

 3.普通株式の自己株式の株式数の減少14,598株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

    次のとおり、決議を予定しております。  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）1  147,084,095  2,419,885  －  149,503,980

合計  147,084,095  2,419,885  －  149,503,980

自己株式         

普通株式（注）2、3  578,396  93,781  14,598  657,579

合計  578,396  93,781  14,598  657,579

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  732  5.0 平成20年３月31日 平成20年６月27日 

平成20年10月31日 

取締役会 
普通株式  893  6.0 平成20年９月30日 平成20年11月26日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  893  利益剰余金  6.0 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平和不動産株式会社（8803）　平成21年3月期決算短信

28



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１．※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

１．※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日） （平成21年３月31日）

現金及び預金勘定 3,184百万円 

有価証券勘定 2,568百万円 

計 5,753百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △62百万円 

取得日から償還日までが３か月を超

える債券 

△19百万円 

現金及び現金同等物 5,670百万円 

現金及び預金勘定 22,267百万円 

有価証券勘定 7,075百万円 

計 29,343百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △162百万円 

取得日から償還日までが３か月を超

える債券等 

△124百万円 

現金及び現金同等物 29,055百万円 

２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たにハウジングサービス㈱を連結

したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並び

にハウジングサービス㈱株式の取得価額とハウジング

サービス㈱取得のための支出（純額）との関係は次の

とおりであります。 

流動資産 315百万円 

固定資産 110百万円 

のれん 47百万円 

流動負債 △58百万円 

固定負債 △34百万円 

ハウジングサービス㈱株式の取得価

額 

380百万円 

ハウジングサービス㈱現金及び現金

同等物 

△254百万円 

差引：ハウジングサービス㈱取得の

ための支出 

125百万円 

３．重要な非資金取引の内容 ２．重要な非資金取引の内容 

  

新株予約権の行使による資本金増加

額 

303百万円 

新株予約権の行使による資本準備金

増加額 

303百万円 

新株予約権の行使による新株予約

権付社債減少額 

607百万円 

新株予約権の行使による資本金増加

額 

558百万円 

新株予約権の行使による資本準備金

増加額 

558百万円 

新株予約権の行使による新株予約

権付社債減少額 

1,118百万円 
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 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

（リース取引関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）
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前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）ビル賃貸事業………建物、設備および土地の賃貸、管理、運営 

(2）住宅事業……………居住用不動産の開発、販売および賃貸 

(3）資産開発・証券化事業…収益用不動産の開発、資産運用およびマネジメント 

(4）その他の事業………不動産の仲介、建物設備の保守管理・改修請負工事、保険代理店事業、介護付有料老

人ホーム事業 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,270百万円であり、いずれ

もその主なものは、連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、17,711百万円であり、いずれもその主なも

のは、連結財務諸表提出会社の現金および預金、有価証券、投資有価証券等であります。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ 会計方針の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、当連

結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。 

この変更に伴い、「ビル賃貸事業」は営業費用が94百万円増加し、営業利益が同額減少しております。ま

た、減価償却費の増加額も同様であります。なお、これ以外の各部門への影響は軽微であります。 

７ 追加情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却しております。 

この変更に伴い、「ビル賃貸事業」は営業費用が139百万円増加し、営業利益が同額減少しております。ま

た、減価償却費の増加額も同様であります。なお、これ以外の各部門への影響は軽微であります。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
ビル賃貸
事業 
(百万円) 

住宅事業
(百万円) 

資産開
発・証券
化事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去また
は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 営業収益および営業損益               

営業収益               

(1）外部顧客に対する営業収

益 
 17,717  5,752  5,423  2,490  31,384  －  31,384

(2）セグメント間の内部営業

収益または振替高 
 30  －  266  1,216  1,514  (1,514)  －

計  17,747  5,752  5,690  3,707  32,898  (1,514)  31,384

営業費用  10,144  5,323  3,523  3,454  22,445  (265)  22,179

営業利益  7,603  429  2,167  252  10,453  (1,248)  9,205

Ⅱ 資産、減価償却費および資

本的支出 
              

資産  196,377  38,230  46,993  1,623  283,225  15,502  298,728

減価償却費  4,649  223  240  38  5,152  1  5,153

資本的支出  47,442  3,435  4,278  167  55,323  (55)  55,268
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当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）ビル事業……………建物、設備及び土地の賃貸、管理、運営 

(2）住宅事業……………居住用不動産の開発、販売及び賃貸 

(3）資産開発事業………収益用不動産の開発、資産運用およびマネジメント 

(4）その他の事業………不動産の仲介、建物設備の保守管理・改修請負工事、保険代理店事業、介護付有料老

人ホーム事業 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,272百万円であり、いずれも

その主なものは、当社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、35,921百万円であり、いずれもその主なもの

は、当社の現金及び預金、有価証券、投資有価証券等であります。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ 当連結会計年度より事業の種類別セグメントの名称を「ビル賃貸事業」から「ビル事業」に、「資産開発・

証券化事業」から「資産開発事業」にそれぞれ変更しております。 

７ 追加情報 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.(2)に記載のとおり、機械装置の耐用年数について

は、法人税法の改正に伴い当連結会計年度より、改正後の耐用年数を適用しております。これにより従来の

方法に比べて当連結会計年度における営業利益は、ビル事業が99百万円減少しております。なお、これ以外

の各部門への影響は軽微であります。 

  
ビル事業 
(百万円) 

住宅事業
(百万円) 

資産開発
事業 

(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

Ⅰ 営業収益及び営業損益               

営業収益               

(1）外部顧客に対する営業収

益 
 25,634  9,571  14,608  2,120  51,935  -  51,935

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高 
 28  0  161  1,763  1,953  (1,953)  - 

計  25,663  9,571  14,770  3,883  53,888  (1,953)  51,935

営業費用  17,665  13,431  8,610  3,961  43,669  (732)  42,937

営業利益  7,997  △3,860  6,160  △77  10,219  (1,221)  8,998

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
              

資産  194,355  34,611  51,628  1,950  282,545  34,893  317,439

減価償却費  4,951  232  439  46  5,670  (3)  5,666

資本的支出  10,193  77  602  6  10,879  (19)  10,859
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前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（関連当事者情報）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 460.24円 

１株当たり当期純利益 25.56円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
22.58円 

１株当たり純資産額 454.57円 

１株当たり当期純利益 5.81円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
5.12円 

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円）  3,737  862

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  3,737  862

普通株式の期中平均株式数（千株）  146,202  148,489

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

普通株式増加数（千株）  19,284  20,114

（うち新株予約権付社債）（千株）  (19,284)  (20,114)

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,426 20,565

営業未収入金 1,298 1,214

有価証券 2,522 7,028

販売用不動産 ※2  18,500 ※2  9,276

仕掛販売用不動産 ※2  29,963 16,723

営業出資 6,915 11,292

前払費用 345 351

繰延税金資産 － 165

未収収益 0 0

短期貸付金 107 209

未収入金 2,073 7

立替金 14 35

仮払金 3 3

貸倒引当金 △55 △37

流動資産合計 63,116 66,835

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※2  126,801 ※2  134,476

減価償却累計額 △47,506 △52,270

建物（純額） ※2  79,294 ※2  82,206

構築物 1,560 1,563

減価償却累計額 △1,055 △1,150

構築物（純額） 505 413

機械及び装置 1,332 1,437

減価償却累計額 △675 △905

機械及び装置（純額） 656 532

車両運搬具 22 22

減価償却累計額 △13 △16

車両運搬具（純額） 8 5

工具、器具及び備品 1,117 1,175

減価償却累計額 △668 △818

工具、器具及び備品（純額） 449 356

土地 ※1, ※2  116,684 ※1, ※2  130,272

建設仮勘定 2 1,557

有形固定資産合計 197,602 215,343

無形固定資産   

借地権 5,803 5,803

商標権 3 5
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

ソフトウエア 12 31

電話加入権 9 9

施設利用権 18 16

無形固定資産合計 5,848 5,867

投資その他の資産   

投資有価証券 9,361 6,164

関係会社株式 1,602 1,617

その他の関係会社有価証券 3,470 3,392

出資金 2 2

繰延税金資産 441 878

従業員に対する長期貸付金 6 8

破産更生債権等 － 823

長期前払費用 405 798

差入保証金 896 811

保険積立金 91 91

貸倒引当金 △0 △841

投資その他の資産合計 16,278 13,746

固定資産合計 219,730 234,956

繰延資産   

社債発行費 135 209

繰延資産合計 135 209

資産合計 282,981 302,002

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,562 509

営業未払金 1,429 1,669

1年内償還予定の社債 － ※2  20,370

1年内償還予定の新株予約権付社債 1,170 －

短期借入金 24,600 26,170

1年内返済予定の長期借入金 ※2  6,910 ※2  12,974

未払金 66 143

未払費用 200 196

未払法人税等 － 1,165

未払消費税等 － 676

繰延税金負債 13 －

前受金 1,753 1,265

預り金 468 519

役員賞与引当金 48 －

賞与引当金 188 193

流動負債合計 38,412 65,851
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

固定負債   

社債 60,000 ※2  44,430

転換社債型新株予約権付社債 20,000 20,000

長期借入金 ※2  67,800 ※2  75,348

長期預り敷金保証金 － ※2  21,494

保証金 ※2  4,065 －

敷金 ※2  18,574 －

再評価に係る繰延税金負債 ※1  6,192 ※1  6,249

役員退職慰労引当金 360 －

長期未払金 － 380

退職給付引当金 438 610

固定負債合計 177,432 168,512

負債合計 215,844 234,364

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,238 15,797

資本剰余金   

資本準備金 13,466 14,025

利益剰余金   

利益準備金 1,453 1,453

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 1,253 1,211

特別償却準備金 80 24

研究開発積立金 30 30

別途積立金 25,615 25,615

繰越利益剰余金 2,115 1,661

利益剰余金合計 30,548 29,996

自己株式 △340 △366

株主資本合計 58,913 59,453

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △801 △925

土地再評価差額金 ※1, ※3  9,025 ※1, ※3  9,109

評価・換算差額等合計 8,224 8,184

純資産合計 67,137 67,637

負債純資産合計 282,981 302,002
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益   

ビル事業収益 17,666 25,602

住宅事業収益 5,723 9,542

資産開発事業収益 4,544 13,669

その他の事業収益 277 19

営業収益合計 28,212 48,834

売上原価   

ビル事業原価 9,700 17,252

住宅事業原価 4,342 11,309

資産開発事業原価 2,449 7,703

売上原価合計 ※1  16,492 ※1  36,265

売上総利益 11,719 12,569

販売費及び一般管理費   

販売費 599 909

不動産賃借料 － 8

土地賃借料 8 －

建物設備賃借料 0 －

建物管理費 17 16

修繕費 0 －

建物保険料 0 0

光熱費 4 10

減価償却費 70 71

租税公課 153 228

役員報酬 199 229

役員賞与引当金繰入額 48 －

給料及び手当 567 548

賞与引当金繰入額 117 113

役員退職慰労金 12 －

役員退職慰労引当金繰入額 73 19

退職給付費用 129 138

福利厚生費 129 118

消耗品費 80 72

株式社債事務費 137 131

旅費及び交通費 61 77

通信費 17 17

保険料 0 0

会議費 36 33

交際費 62 42

広告宣伝費 39 50

支払手数料 297 386
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

貸倒引当金繰入額 42 805

雑費 166 33

販売費及び一般管理費合計 3,075 4,064

営業利益 8,644 8,505

営業外収益   

受取利息 4 4

有価証券利息 18 10

受取配当金 196 276

業務受託料 93 91

還付加算金 － 57

雑収入 18 11

営業外収益合計 331 451

営業外費用   

支払利息 1,208 1,840

社債利息 873 922

社債発行費償却 18 27

貸倒引当金繰入額 － 18

雑損失 20 61

営業外費用合計 2,121 2,869

経常利益 6,854 6,087

特別利益   

固定資産売却益 ※2  338 ※2  10

投資有価証券売却益 9 －

特別利益合計 348 10

特別損失   

固定資産売却損 47 －

固定資産除却損 ※3  607 ※3  46

建物設備解体費 ※4  160 ※4  192

投資有価証券評価損 ※5  71 ※5  3,662

その他 － 244

特別損失合計 886 4,145

税引前当期純利益 6,316 1,952

法人税、住民税及び事業税 104 1,263

法人税等調整額 2,519 △473

法人税等合計 2,624 790

当期純利益 3,691 1,161
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 14,935 15,238

当期変動額   

新株の発行 303 558

当期変動額合計 303 558

当期末残高 15,238 15,797

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 13,162 13,466

当期変動額   

新株の発行 303 558

当期変動額合計 303 558

当期末残高 13,466 14,025

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 1,453 1,453

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,453 1,453

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 1,295 1,253

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △42 △42

当期変動額合計 △42 △42

当期末残高 1,253 1,211

特別償却準備金   

前期末残高 94 80

当期変動額   

特別償却準備金の積立 9 －

特別償却準備金の取崩 △23 △56

当期変動額合計 △13 △56

当期末残高 80 24

研究開発積立金   

前期末残高 30 30

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 30 30
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

別途積立金   

前期末残高 23,115 25,615

当期変動額   

別途積立金の積立 2,500 －

当期変動額合計 2,500 －

当期末残高 25,615 25,615

繰越利益剰余金   

前期末残高 5,320 2,115

当期変動額   

剰余金の配当 △1,751 △1,625

固定資産圧縮積立金の取崩 42 42

特別償却準備金の積立 △9 －

特別償却準備金の取崩 23 56

別途積立金の積立 △2,500 －

当期純利益 3,691 1,161

自己株式の処分 － △4

土地再評価差額金の取崩 △2,701 △83

当期変動額合計 △3,204 △453

当期末残高 2,115 1,661

利益剰余金合計   

前期末残高 31,309 30,548

当期変動額   

剰余金の配当 △1,751 △1,625

当期純利益 3,691 1,161

自己株式の処分 － △4

土地再評価差額金の取崩 △2,701 △83

当期変動額合計 △760 △551

当期末残高 30,548 29,996

自己株式   

前期末残高 △284 △340

当期変動額   

自己株式の取得 △55 △34

自己株式の処分  8

当期変動額合計 △55 △25

当期末残高 △340 △366

株主資本合計   

前期末残高 59,122 58,913

当期変動額   

新株の発行 606 1,117

剰余金の配当 △1,751 △1,625
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期純利益 3,691 1,161

自己株式の取得 △55 △34

自己株式の処分 － 3

土地再評価差額金の取崩 △2,701 △83

当期変動額合計 △209 540

当期末残高 58,913 59,453

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,090 △801

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,891 △123

当期変動額合計 △1,891 △123

当期末残高 △801 △925

土地再評価差額金   

前期末残高 6,323 9,025

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,701 83

当期変動額合計 2,701 83

当期末残高 9,025 9,109

評価・換算差額等合計   

前期末残高 7,414 8,224

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 809 △40

当期変動額合計 809 △40

当期末残高 8,224 8,184

純資産合計   

前期末残高 66,537 67,137

当期変動額   

新株の発行 606 1,117

剰余金の配当 △1,751 △1,625

当期純利益 3,691 1,161

自己株式の取得 △55 △34

自己株式の処分 － 3

土地再評価差額金の取崩 △2,701 △83

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 809 △40

当期変動額合計 600 500

当期末残高 67,137 67,637
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 該当事項はありません。 

   

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

償却原価法を採用しております。 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

総平均法による原価法を採用しております。 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定。）を採

用しております。 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの 

同左 

ｂ 時価のないもの 

総平均法による原価法を採用しております。 

ｂ 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法を採用しております。 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左  

３ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産… 

３ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産… 

 定率法を採用しております。ただし、東京証券取

引所ビルほか２棟のビル及び平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 定率法を採用しております。ただし、東京証券取

引所ビルほか２棟のビル及び平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く。）について

は、定額法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであります。 

総平均法による原価法を採用しております。 

建物及び構築物        ８～50年 

機械及び装置、車両運搬具   ６～15年 

工具、器具及び備品      ５～15年 

総平均法による原価法を採用しております。 

建物及び構築物        ８～50年 

機械及び装置、車両運搬具   ６～10年 

工具、器具及び備品      ５～15年 

総平均法による原価法を採用しております。 

 なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価

償却資産については、３年間で均等償却する方法に

よっております。 

同左 
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前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年4

月1日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより営業利益、経常利益、及び税引前当期純利

益は、それぞれ105百万円減少しております。 

  

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償

却の方法の適用により取得価額の5％に到達した事業年

度の翌事業年度より、取得価額の5％相当額と備忘価額

との差額を5年間にわたり均等償却しております。 

 これにより営業利益及び経常利益はそれぞれ136百万

円、税引前当期純利益は135百万円減少しております。 

（追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、機械及び装置の耐用年数につ

いては、当事業年度より改正後の耐用年数を適用してお

ります。これにより営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益は100百万円減少しております。 

無形固定資産… 無形固定資産… 

 定額法を採用しております。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 社債の償還までの期間にわたり定額法により償却

しております。 

４ 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

同左 

（会計処理基準の変更） 

 従来、支払時に全額費用処理しておりましたが、

当事業年度より「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号）を適用し、社債の償還ま

での期間にわたり定額法により償却する方法に変更

しております。この結果、従来の方法に比べて、経

常利益および税引前当期純利益は135百万円増加し

ております。 

５ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

５ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。 

役員賞与引当金  

同左 
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前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

賞与引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社役員

退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

────── 

   

退職給付引当金 

 従業員及び年金受給者の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務から年金資産の公正な

評価額を控除した額を計上しております。 

退職給付引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

６ リース取引の処理方法 

────── 

  

７ ヘッジ会計の方法 ７ ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて、特例処理の要件を満たし

ておりますので特例処理を採用しております。 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

  

③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。 

  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしておりま

すので決算日における有効性の評価を省略しており

ます。 

  

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除対象外消費税等は、当

期の費用として処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  （リース取引に関する会計基準） 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リー

ス取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益へ

の影響はありません。   

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

 （貸借対照表）  （貸借対照表） 

 １ 譲渡性預金 

 従来「現金及び預金」に含めていた譲渡性預金（当事

業年度1,300百万円）は「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号 最終改正平成19年7月

4日）及び「金融商品会計に関するＱ＆Ａ」（会計制度委

員会 最終改正平成19年11月6日）が改正されたことに伴

い、当事業年度より「有価証券」として表示しておりま

す。なお、前事業年度末において「現金及び預金」に含

めていた譲渡性預金の残高は1,100百万円であります。 

 １ 敷金及び保証金 

  従来区分掲記しておりました「保証金」及び「敷金」

につきましては、その実態・性質を鑑み当連結会計年度

より、「長期預り敷金保証金」として表示しておりま

す。なお当事業年度末における「保証金」及び「敷金」

の残高はそれぞれ4,005百万円、17,488百万円でありま

す。  

  ２ 不動産の開発及び売却を目的とする出資 

 従来「投資有価証券」に含めていた資産開発および売

却を目的とする出資について、当事業年度より「営業出

資」として表示しております。なお、前事業年度末にお

いて「投資有価証券」に含めていた「営業出資」の残高

は1,251百万円であります。 

  

   （損益計算書） 

１ 従来、区分掲記しておりました「土地賃借料」及び

「建物設備賃借料」につきましては、その実態・性質を

鑑み当事業年度より、「不動産賃借料」として表示して

おります。なお当事業年度における「土地賃借料」及び

「建物設備賃借料」はそれぞれ8百万円、0百万円であり

ます。   
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追加情報

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

資産の保有目的の変更 

 従来固定資産として計上されていた「土地」及び「建物

設備」等9,405百万円を、保有目的の変更により当事業年

度末に「販売用不動産」に振替えております。 

１ 資産の保有目的の変更 

 従来流動資産として計上されていた「販売用不動産」及

び「仕掛販売用不動産」12,307百万円を、保有目的の変更

により当事業年度末に「土地」及び「建物」等に振替えて

おります。 

  

  

２ 役員退職慰労金制度の廃止  

 平成20年６月開催の株主総会決議において、役員退職慰

労金制度の廃止及び同退職慰労金の退任時における打切り

支給につき承認を受けております。これに伴い、「役員退

職慰労引当金」の残高を全額取り崩し、打切り支給額の未

払い分380百万円については固定負債の「長期未払金」に

表示しております。 

平和不動産株式会社（8803）　平成21年3月期決算短信

46



注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

１ 保証債務 １ 保証債務 

次のとおり銀行借入に対し、保証を行っております。 次のとおり銀行借入に対し、保証を行っております。

子会社及び関連会社     

平和ヘルスケア（株） 250百万円 

その他     

平和不動産（株）職員向住宅融

資利用者 
467百万円 

計 717百万円 

子会社及び関連会社     

平和ヘルスケア（株） 100百万円 

その他     

平和不動産（株）職員向住宅融

資利用者 
430百万円 

計 530百万円 

２ ※１ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月

31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３

月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土

地の再評価を行っており、当該評価差額に係る

税金相当分を「再評価に係る繰延税金負債」と

して負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

２ ※１ 同左 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成

10年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法第16条に規定する地価税

の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算定した価額に、合理的な調整を

行って算出しております。 

  

再評価を行った年月日 再評価を行った年月日 

平成13年３月31日 平成13年３月31日 

再評価を行った土地の当期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

                     1,582百万円                          

３ ※２ 担保に供している資産並びに担保付債務 ３ ※２ 担保に供している資産並びに担保付債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

販売用不動産 6,932百万円 

仕掛販売用不動産 3,463百万円 

建物 7,328百万円 

土地 16,196百万円 

計 33,919百万円 

建物 19,971百万円 

土地 28,155百万円 

計 48,127百万円 

(2）担保付債務 (2）担保付債務 

１年以内に返済予定の長

期借入金 
3,640百万円 

長期借入金 6,160百万円 

保証金 3,405百万円 

敷金 2,293百万円 

計 15,499百万円 

１年以内に償還予定の社

債（銀行保証付無担保社

債） 

570百万円 

１年以内に返済予定の長

期借入金 
1,340百万円 

社債（銀行保証付無担保

社債） 

4,430百万円 

長期借入金 12,820百万円 

長期預り敷金保証金 4,865百万円 

計 24,025百万円 
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前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

４ ※３ 土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法

律第７条の２第１項の規定により、配当に充当

することが制限されております。 

４ ※３ 同左 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

  １ ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。 

                   5,328百万円  

１ ※１ 固定資産売却益の内訳 ２ ※２ 固定資産売却益の内訳 

日本橋蛎殻町ホテル 

土地建物 

318百万円 

豊洲シエルタワー（16

戸）土地建物 

19百万円 

 フロール巣鴨（1戸） 

土地建物 

1百万円 

その他 0百万円 

計 338百万円 

フロール巣鴨（9戸） 

土地建物 

6百万円 

その他 3百万円 

計 10百万円 

２ ※２ 固定資産売却損の内訳   

市原店舗土地建物 47百万円 

  47百万円 

  

３ ※３ 固定資産除却損の内訳 ３ ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物 596百万円 

工具、器具及び備品他 10百万円 

計 607百万円 

建物 43百万円 

工具、器具及び備品他 3百万円 

計 46百万円 

 ４ ※４ 建物設備解体費の内訳  ４ ※４ 建物設備解体費の内訳 

名古屋証券ビル・名古屋

証券会館地上部分解体工

事 

160百万円 

計  160百万円 

名古屋証券ビル・名古屋

証券会館地下部分解体工

事 

192百万円 

計  192百万円 

  ５ ※５ 投資有価証券評価損の内訳 

  上場株式（14銘柄）    3,158百万円 

非上場株式（2銘柄） 504百万円 

計 3,662百万円 
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前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加70,634株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）1.普通株式の自己株式の株式数の増加93,781株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

    2.普通株式の自己株式の株式数の減少14,598株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。 

  

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）  507,762  70,634  －  578,396

合計  507,762  70,634  －  578,396

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）1、2  578,396  93,781  14,598  657,579

合計  578,396  93,781  14,598  657,579

（リース取引関係）

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 458.25円 

１株当たり当期純利益 25.25円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
22.30円 

１株当たり純資産額 454.41円 

１株当たり当期純利益 7.82円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
6.89円 

  
前事業年度

（自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日） 

当事業年度
（自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益（百万円）  3,691  1,161

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  3,691  1,161

普通株式の期中平均株式数（千株）  146,202  148,489

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

普通株式増加数（千株）  19,284  20,114

（うち新株予約権付社債）（千株）  (19,284)  (20,114)
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前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

（重要な後発事象）
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